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障害基礎年金−国民年金
■受給資格
　☆20歳以後に初診日がある方
　�　次の❶又は❷に該当する方で、㋐の障がい
の状態及び㋑の納付要件を満たしているとき
　　❶�病気やけがの初診日（障がいの原因となっ

た病気やけがで初めて診療を受けた日を
いいます。）に被保険者である（国民年金
に加入している）方

　　❷�被保険者であった（国民年金に加入して
いた）方で日本国内に住所のある60歳以
上65歳未満の方

　　㋐障がいの状態
　　　�初診日から1年6か月を経過した日、又は

病気やけががなおった日（症状が固定し
た日）（ともに障害認定日といいます。）
において国民年金法の１級又は２級の障
がいに該当するとき。

　　　�１～２級の等級は、身体障害者手帳等の
等級とは異なります。

　　㋑納付要件
　　　�初診日の前日において次のA、Bいずれ

かの納付要件を満たしていること。
　　　�A.　初診日の属する月の前々月までに被

保険者期間があるときは、その被保険者
期間のうち保険料納付期間と免除の期間
を合算した期間が３分の２以上あること

　　　�B.　初診日の属する月の前々月までの直
近の１年間の被保険者期間が納付済期間
又は免除期間であること（未納期間がな
いこと）

　☆�20歳前に初診日がある方
　　�　初診日が20歳前にある病気やけがで国民
年金法の１級又は２級の障がいの状態があ
る方が20歳になったとき（障害認定日が20
歳以後であるときは障害認定日）。ただし、
支給額に一定の所得制限があります。

　☆�他に後で症状が悪化した場合に請求できる
事後重症制度や、前にあった障がいに後で
生じた障がいを併合して認定する併合認定
制度があります。

■年金額
　１級　��993,750円（月額82,812円）
　※68歳以上　990,750円（月額82,562円）
　２級　��795,000円（月額66,250円）
　※68歳以上　792,600円（月額66,050円）
　�なお、受給権者に生計を維持されている子が
18歳に達する年度末まで（障がいのある場合
は20歳未満）１人につき228,700円（３人
目から76,200円）が加算されます。

■支給方法
　�２月・４月・６月・８月・10月・12月に前
月分までの2か月分が銀行などを通じて支給
されます。

■窓口
　国保年金課国民年金係
　☎03－5744－1214　
　FAX�03－5744－1516

障害年金生活者支援給付金
■受給資格
　�障害基礎年金を受けている方で所得が一定額
以下の方に支給されます。

■給付額
　１級　月額6,425円
　２級　月額5,140円

■支給方法
　�障害基礎年金の支給月に障害基礎年金と同時
に支給されます。

■窓口
　国保年金課国民年金係
　☎03－5744－1214　
　FAX�03－5744－1516
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特別障害給付金−国民年金
特定障害者に対する特別障害給付金
■受給資格
　❶�昭和61年３月以前に国民年金任意加入対象
であった厚生年金、共済組合等の加入者の
配偶者

　❷�平成３年３月以前に国民年金任意加入対象
であった学生

�　�　上記❶又は❷に該当し、当時任意加入してい
なかった期間内に初診日があり、現在障害基
礎年金の受給該当程度の障がい状態にある方。
　�　なお、障害年金などを受給することができ
る方は対象になりません。
■支給額
　１級：月額53,650円
　２級：月額42,920円

　支給額は、毎年度物価の変動に応じて改定さ
れ、所得制限があります。
　老齢年金、遺族年金、労災補償等を受給され
ている場合には、その支給額相当は支給されま
せん。
　１～２級の等級は、身体障害者手帳等の等級
とは異なります。
　支給されることにより、経過的福祉手当の支
給制限がされる場合があります。
■窓口
　国保年金課国民年金係
　☎03－5744－1214　
　FAX�03－5744－1516

障害厚生年金・障害手当金−厚生年金
■受給要件
　次の❶か❷に該当すること
　　❶�病気やけがの初診日に厚生年金の被保険

者であった方が、障害基礎年金の受給要
件を満たしているときに、障害基礎年金
に上乗せする形で支給されます。

　　❷�障害基礎年金に該当しない程度の軽い障
がいの場合は、厚生年金保険の障害等級
表に該当すれば、厚生年金保険の独自の
年金（３級の障害厚生年金）又は障害手
当金（一時金）が支給されます。

　　※�被保険者期間の月数が300月に満たない
ときは300月とします。

　　※�障害厚生年金３級の最低保障額は
596,300円（68歳以上は、594,500円）、
障害手当金の最低保障額は1,192,600円
（68歳以上は、1,189,000円）になります。

■窓口
　�請求書提出時に厚生年金加入中の方は、勤め
ている事業所を管轄する年金事務所、それ以
外の方と相談は最寄の年金事務所になります。

　日本年金機構　大田年金事務所
　〒144-8530　南蒲田2－16－1

　テクノポートカマタセンタービル３階
　☎03－3733－4141　
　FAX�03－3734－3649

障害年金の加算対象となる配偶者・子の拡大
☆障害基礎年金の子の加算は、受給中に生計を
維持する子をもつようになった場合も加算され
ます。なお、令和３年３月分から児童扶養手当
の額が障害年金の子の加算部分を上回る場合、
その差額を児童扶養手当として受給することに
なります。※届け出が必要です。

☆障害厚生年金の配偶者加給年金額は、受給中
に生計を維持する配偶者（※）をもつようになっ
た場合も加算されます。なお、配偶者加給年金
額は配偶者が65歳になるまで支給され、65歳

からは配偶者自身の老齢基礎年金に振替加算が
行われます。すでに65歳以上の配偶者が前述の
配偶者加給年金額の条件を満たす場合には、振
替加算（相当）がうけられます。
※�配偶者については、65歳未満であり一定の年
金を受給していない等の諸条件があります。
詳しくは年金事務所へご相談ください。

■窓口
　日本年金機構　大田年金事務所
　〒144-8530　南蒲田2－16－1

　テクノポートカマタセンタービル３階
　☎03－3733－4141　
　FAX�03－3734－3649
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傷病（補償）年金・障害（補償）給付・介護（補償）給付・社会復帰促進等事業（労働者災害補償保険）
　業務上の事由又は通勤による負傷もしくは疾
病に対し次の制度があります。
■傷病（補償）年金
　�療養の開始後１年６か月を経過しても治ゆせ
ず傷病等級に該当するとき支給されます。
■障害（補償）年金又は一時金
　�治療を受けて治った（症状固定）ときに障害
等級表に定める身体障がいが残った場合、年
金又は一時金が支給されます。
■介護（補償）給付
　�障害（補償）年金又は傷病（補償）年金を受
けている方で、常時又は随時介護を要する状
態にあるときに支給されます。
■社会復帰促進等事業
　�被災労働者が社会生活への復帰をより容易に
するための事業です。主なものは次のとおり
です。

　❶�治療を受けて治った（症状固定）後、傷病
に付随する疾病を予防するため、特定の傷
病に対してアフターケアの措置を行う。

　❷外科後処置、義肢等の支給
　❸はり、きゅう施術特別援護措置
　❹�学費援護が困難な方に労災就学等援護費の支

給
　❺�年金受給者の生活援護を目的として、援護
金の支給、資金の貸付、介護サービス施設、
ホームヘルプサービスの利用

■窓口・問合先
　大田労働基準監督署
　〒144-8606��大田区蒲田5－40－3
　TT蒲田駅前ビル8・9階
　☎03－3732－0173（労災課）
　FAX�03－3730－9575
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心身障害者扶養共済制度（しょうがい共済）　
　障がい者を扶養している保護者の方々の相互
扶助の精神に基づいた、任意加入の制度です。
保護者が生存中に毎月一定の掛金を納めること
により、保護者が死亡又は重度障がいと認めら
れたときは、障がい者に終身一定額の年金が支
給されます。
　なお、東京都から転出した場合でも、転出先
の道府県の制度に加入することで加入期間が通
算される全国共通の制度です。

■加入の要件
�保護者（加入者）…次のすべての要件を満た
している方
①障がい者の保護者であること
②東京都内に住所があること
③特別な疾病や障がいがなく、保険契約の
対象となる健康状態であること
④年度当初（４月１日）の年齢が65歳未
満であること

障がい者の範囲…次のいずれかに該当する方
①知的障がい者　②身体障がい者（１級～
３級）　③精神又は身体に永続的な障がい
があり、その程度が①又は②と同程度の方
（脳性まひ、進行性筋萎縮症、自閉症、血
友病など）

※�この制度に加入できるのは、障がい者一人に
対して一人の保護者のみです。
■掛金（月額）
加入者の加入時年齢 月額（１口）

35歳未満 9,300円
35歳以上40歳未満 11,400円
40歳以上45歳未満 14,300円
45歳以上50歳未満 17,300円
50歳以上55歳未満 18,800円
55歳以上60歳未満 20,700円
60歳以上65歳未満 23,300円

※掛金は、改定されることがあります。
　�その場合は、改定後の金額が適用されます。

（令和5年４月１日現在）

■掛金の減額
�加入者が次のいずれかに該当するときは、申
請により１口目の掛金の1/2を減額します。
①生活保護を受けている場合
②住民税が非課税である場合
③�知事が特に減額を必要と認める場合（罹災）

■年金の支給
支給開始の要件 加入者の死亡又は重度障がい

支給開始 加入者が死亡した又は重度障がい
となった月から

支給期間 障がい者に対し終身支給
支給額（月額） 20,000円（加入１口当たり）
※�加入者の死亡又は重度障がいが、故意又は重大な
過失による場合は、支給されないことがあります。

■税制上の優遇措置
①納付した掛金は、所得税及び住民税とも
全額が所得控除の対象となります。
②給付をうけた年金及び弔慰金は、所得税
及び住民税ともに非課税となります。

　※�申請に必要な書類等については下記窓口へ
お問い合わせください。

■窓口
障害福祉課障害者支援（障害事業）
☎03－5744－1251　
FAX�03－5744－1555
各地域庁舎の地域福祉課　（表紙、P28）


